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消費税率の引き上げに伴う地方消費税収が充てられた
社会保障経費（予算）について

一般会計収入の内訳

令和7年度 令和6年度

一般財源
58億1655万円

特定財源
52億2787万円

一般財源
52億1159万円

特定財源
48億1991万円

県支出金
13.4%

国庫支出金
28.4%

分担金及び負担金 2.0%
町債（普通債） 3.8%
使用料及び手数料 0.5%

地方交付税
21.1%

町税
19.0%

地方消費税交付金 4.1%

臨時財政対策費 0.1%
地方譲与税 0.4%

その他（繰入金等） 7.2%

地方消費税交付金 4.3%

臨時財政対策費 0.0%
地方譲与税 0.4%

その他（繰入金等）10.2%

町税
17.8%

地方交付税
20.1%

県支出金
17.4%

国庫支出金
25.0%

分担金及び負担金 0.7%
町債（普通債） 3.8%

使用料及び手数料 0.5%

目的別でみる一般会計支出の内訳

議 会 費 9722万円議会の運営など 462万円0.9 1.0 4.8 
総 務 費 18億400万円 21億3829万円事務経費や役場の管理など 3億3429万円16.3 21.3 △15.6 
民 生 費 46億6271万円

2億5303万円

40億7408万円高齢者福祉や子育て対策など

△
5億

2億

1億

8863万円42.2 40.6 14.4 
衛 生 費 7億2731万円

1億184万円

7億4038万円保健衛生やごみ処理など 1307万円6.6 7.4 1.8
農林水産業費 3701万円農林水産業の振興

△

△ △

 1602万円
1671万円

2.3 0.4
△
583.7 

商 工 費 1億6997万円 1億5326万円地域商工業の振興、観光事業など

8661万円
1.5 1.5 10.9

土 木 費 9億2645万円 7億3984万円道路や公園の整備・管理など

1577万円
8.4 7.4 25.2

消 防 費 3億1383万円 2億9806万円消防・救急活動など（組合負担金）

3億3309万円
2.8 3.0  5.3

教 育 費 13億8295万円 10億4986万円小中学校の整備や教育

1883万円
12.5 10.4 31.7

公 債 費 6億8233万円 6億6350万円借入金（町の借金）の返済金

2000万円
6.2 6.6 2.8

予 備 費 2000万円 4000万円緊急の際に使用するお金 0.2 0.4 50
110億4442万円 100億3150万円100 100

目　的 増減額 増減率
（%）予算額

内　容

合　　計

令和7年度 令和6年度

予算額構成比(%) 構成比(%)

地方消費税交付金

　予算は、町民の皆さんが納めた税金や国・県から
の補助金をどう使うか定めた計算書です。今年度の
収入・支出計画の概要をお知らせします。当初予算

令和 7年度　与那原町

会計別に見る町の予算額

億一 般 会 計
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
後期高齢者医療特別会計
水 道 事 業 会 計
下 水 道 事 業 会 計

110億4442万円
会計項目 増減額 増減率(%)令和7年度 令和6年度

22億1858万円
2億5720万円
7億4316万円
7億5507万円

100億3150万円
21億9786万円

2億1798万円
6億 1億1843万円
7億7040万円

10 1292万円
2072万円
3922万円
2473万円

△1533万円

10.1
△ 0.9

18.0
20.2
△2.0

事業費ランキング
障がい者が障がい福祉サービスや医療等の支援を受けるための事業11億3519万円自立支援給付事業1
法人保育園（認可園）への給付費9億5875万円施設型給付事業2
対象年齢の児童を養育している者へ手当を支給する事業7億4156万円児童手当等支給事業3

事業費（一般財源所要額）ランキング
町債（借金）の返済に係る費用6億3702万円地方債償還金1
消防施設の運営（与那原、南風原、西原の3町で運営）に関する負担金3億1383万円東部消防組合負担金事業2
障がい者が障がい福祉サービスや医療等の支援を受けるための事業2億8986万円自立支援給付事業3

　令和7年度与那原町一般会計歳入歳出予算総額は、110億4442万円で、対前
年度比10.1％と増額しています。主な事業としては、脱炭素事業、与原公園整
備事業、防災行政無線屋外支局更新工事、与那原小学校屋内運動場大規模改修
工事となっています。

予算の概要

「一般財源」と「特定財源」

　町が自由に使い道を選べる財源（収入）を一般財源といいます。
主に町税や地方交付税、臨時財政対策債がそれにあたります。
　地方自治体の財政を見る場合、ポイントになるのは一般財源の
大きさとその内容であると言われています。

　特定事業に対する補助金など、使い道に制限が設けられている
財源（収入）を特定財源といいます。

● 一般財源

（例）児童手当等支給事業の場合　令和7年度予算額7億4156万円▼

● 特定財源

一般財源の支出は7364万円（10％）、
特定財源の支出は国庫負担金5億9428万円（80％）、県負担金7364万円（10％）

一般財源 特定財源（国、県補助金）

同じ額の一般財源でも
事業によっては何倍もの
予算額になるんですね    ！

一
般
財
源
に

補
助
金
な
ど
の

特
定
財
源
を
加
え
た
額
が

予
算
額
に
な
り
ま
す
。

　地方消費税が平成26年4月1日より5％→8％、令和元年10月1日より10％に引き上げられました。
引き上げ分については使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てています。

【歳出】地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられた社会保障経費の事業

自立支援給付事業 153,311136,5440
136,03872,123669,971

845,339万円1,135,194
施設型給付 80,619万円958,751

（万単位）

金額

財源内訳
特定財源

国県支出金 地方債 その他 その他
引上げ分の地方消費
税交付金（社会保障
財源分）

一般財源事業名

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

地方消費税交付金 272,583万円万円469,650

（万単位）

金額 左記のうち、引き上げ分の地方消費税(社会保障財源化分)節名称


